
1 緒　　言

近年，沿岸域における橋梁基礎では大規模化や大深度化へのニー

ズが高く，またプロジェクトの投資効果を向上させるため，大幅な

コスト削減，工期短縮の要望も高い。

このような背景のもと，これらのニーズにこたえ得る工法のひと

つとして，従来の鋼管矢板基礎の設計，施工技術を踏襲しつつ，よ

り経済性と施工性を向上させた，大規模橋梁向けの新しい基礎工法

「鋼管矢板複合基礎工法」を開発してきた1–6)。

本論文は，現場施工実験によって本工法の施工性を検証した結果，

ならびにこの現場で造成した各種試験体を対象に構造性能を評価し

た室内実験の結果を述べたものである。

2 「鋼管矢板複合基礎工法」の概要

「鋼管矢板複合基礎工法」(Fig. 1) の特徴は，従来の鋼管矢板基礎

を基本としつつ，基礎全体の剛性，ならびに支持力を向上させるた

めに，次の 3 つの要素技術を組み合わせることである。

( 1 ) せん断耐力を向上させた「高耐力継手」：「高耐力継手」は，

従来の鋼管矢板基礎の P-P 型継手をベースに，(a) 継手管の内

面にモルタルとの付着強度を向上させるための突起を設ける，

さらに (b) 高強度モルタルの使用により付着強度を向上させ

る，また，(c) 広い付着面積を確保するために鋼管外径を

165.2 mm から 267.4 mm に拡大することで，継手のせん断耐力

を大幅に向上させたものである。これによって基礎全体の剛性

を高める。継手管の径を大きくすることで，継手管内の洗浄の

施工性も向上する。なお，高耐力継手に使用する内面突起付き

鋼管は，Photo 1に示すように，縞鋼板を用いて造管したもの

である。

( 2 ) 高剛性である「場所打ち鋼管コンクリート構造」：「場所打ち*平成14年 7月18日原稿受付
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要旨

大規模橋梁向けの新しい基礎工法として開発を進めてきた「鋼管

矢板複合基礎工法」について，種々の実験から施工性ならびに構造

性能を検証した。得られた主な知見は次のとおりである。(1) 現場

施工実験において (a) 継手内および鋼管矢板本管内の清掃が確実に

行えた。(b) 場所打ちコンクリート杭を鋼管矢板下端から拡径して

造成することが可能であった。(2) 高耐力継手は従来の鋼管矢板基

礎の P-P 型継手と比較して，10 倍程度の高いせん断耐力を有して

いる。(3) 複合杭は，(a) 接合部における軸方向鉄筋から鋼管への荷

重伝達区間の長さが軸方向鉄筋径の 45 倍であった。(b) 接合部の

曲げ強度を「鋼管内径を外径とする鉄筋コンクリート断面」で評価

すればよい。
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鋼管コンクリート構造」は，耐震場所打ち杭（「TB 杭」）7,8)とし

て多くの実績がある，リブ付き鋼管 (Photo 1) の内部にコンク

リートを充てんした構造である。剛性の高い本構造の採用によ

って基礎全体の剛性を高める。

( 3 ) 「場所打ちコンクリート杭」：基本的に支持層部分を場所打

ちコンクリート杭とし，硬質地盤へ十分根入れすることで大き

な支持力を確保する。また，支持層へ鋼管矢板を長く打設する

場合に比べて，施工性が向上する。

「鋼管矢板複合基礎工法」は，従来の鋼管矢板基礎にこれらの要素

技術を組み合わせることによって，基礎の平面寸法を大幅に小さく

することを可能とした。これによって本工法は，従来の鋼管矢板基

礎では基礎の平面寸法が大きくなる傾向にある，斜張橋や吊橋など

の大規模橋梁において，従来の鋼管矢板基礎，さらには大規模橋梁

で主流となっているニューマチックケーソン基礎に比べて十分な競

争力を持つ優れた工法となる。

「鋼管矢板複合基礎工法」の施工は，従来の鋼管矢板基礎に対して，

場所打ち鋼管コンクリート構造と場所打ちコンクリート杭の施工が

加わる点が大きく異なるのみである。これらの施工は，鋼管矢板打

設完了後に，鋼管矢板の本管内を中掘りし，その後，鋼管矢板下端

から場所打ちコンクリート杭を造成する手順で行う4)。

3 検討内容

「鋼管矢板複合基礎工法」は前述のとおり，従来の鋼管矢板基礎に

3 つの要素技術を組み込んだ工法であるので，主要な技術課題はこ

れらの要素技術に関するものであった。本章では，これらの要素技

術に関して本論文の中で取り組んだ検討内容について，既往の技術

との差違などを踏まえて述べる。

( 1 ) 「高耐力継手」：鋼管矢板基礎の継手のせん断耐力を向上さ

せる研究としては，たとえば従来の P-P 型継手の継手管を内面

突起付き鋼管にした継手でせん断耐力が 1.05 MN/m であった

という実験結果9)が報告されていた。一方，「鋼管矢板複合基礎

工法」で必要なせん断耐力は，いくつかの大規模橋梁基礎を対

象にした試設計の結果1)から，従来継手の 5 倍の値（レベル 2

地震時の設計値で 1.0 MN/m，実験値としてはこの 1.75 倍9,10)）

であったので，既往の研究例の継手に比べて，より大きなせん

断耐力を有する新型継手が必要であった。そこで，前述のよう

な高耐力継手を考案し，その性能を実証した。この実証実験は，

施工の不均一性まで考慮されるという点を重視して，施工実験

において実地盤中で造成した継手を対象にせん断実験を行っ

た。

( 2 ) 「場所打ち鋼管コンクリート構造と場所打ちコンクリート杭

からなる複合杭」：この構造は耐震場所打ち杭として多くの実

績があるので，この知見7,8)を踏襲することとした。ただし，

「鋼管矢板複合基礎工法」では，場所打ちコンクリート杭を鋼

管矢板下端から拡径することを基本としている点が，耐震場所

打ち杭の構造と異なる。この場合でも基本的には耐震場所打ち

杭の知見が十分適用できると考えられたものの，部材剛性の設

定など決めるべき項目があったので，この構造を対象にしたは

りの曲げ実験を行うことにした。

施工に関して言えば，鋼管矢板本管内の清掃方法は，耐震場

所打ち杭の施工法のひとつである「ケーシング併用工法」が

「鋼管矢板複合基礎工法」の施工手順と類似しており，この知

見7)が適用できた。一方，鋼管矢板下端から拡径する場所打ち

コンクリート杭の施工に関しても，場所打ちコンクリート杭で

その途中から長い範囲にわたって拡径する実工事例が数例ある

ので，施工が可能であると考えられた。ただし，鋼管矢板ある

いは鋼管下端から拡径した事例がなかったため，実際にそれを

施工実験によって実証することにした。あわせて鋼管矢板本管

内の清掃方法についても，改めて確認することにした。

この施工実験において実地盤中で造成した複合杭を対象に曲

げ実験を行い，その性能を評価した。

4 「鋼管矢板複合基礎工法」の施工性

4.1 茨城県での現場施工実験

茨城県猿島郡での現場施工実験の概要を Fig. 2 に示す。本実験

では，高耐力継手，場所打ち鋼管コンクリート構造，ならびに場所

打ちコンクリート杭の 3 つの要素技術に関する施工性を確認し

た3,4)。高耐力継手管を取り付けた外径 1 000 mm，板厚 16 mm，長

さ 8 000 mm の鋼管矢板を，バイブロハンマで 4 本連続して打設し，

本管内の清掃を行った。その後，鋼管矢板の下部に，外径

1 300 mm，長さ 5 300 mm の拡径場所打ちコンクリート杭を造成し

た。最後に，継手管内の清掃とモルタル打設を行った。この他に，

6 章に記載したはりの曲げ実験に用いた，長さ 8 000 mm の複合杭

を 1 本造成した。

本実験の主な結果を以下に列挙する。

( 1 ) 継手管内の清掃は，高圧ウォータージェットによって行った。
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Photo 1 High strength pipe-junction pipe and steel pipe with
inner rib

High strength
pipe-junction

Steel-concrete
composite structure

Cast-in-place
concrete pile

Fig. 1 Schema of steel pipe sheet pile composite foundation
method



この吐出圧力は 15 MPa とした。Photo 2 に清掃後の継手管内

の状況を示すとおり，管内壁面の突起部にいたるまで非常によ

く洗浄できていた。このことは 5 章に記載する継手のせん断実

験によっても実証された。

( 2 ) 鋼管矢板の本管内の清掃は，まず本管内の土砂をアースドリ

ル機で掘削した後に，側面にワイヤーブラシとシュロ（繊維）

を取り付けた清掃器具 (Photo 3) を用いて行った。Photo 4

に清掃前と後の状況を示すとおり，管内壁面の突起部にいたる

まで非常によく清掃できていた。このことは 6 章に記載する複

合杭の曲げ実験によっても実証された。

( 3 ) 鋼管矢板と拡径場所打ちコンクリート杭との接合部の状況を

Photo 5に示す。この結果から，孔壁の崩壊もなく，鋼管矢板

下端から拡径杭がきれいに形成されていることが確認できた。

4.2 千葉県での現場施工実験

高耐力継手のせん断試験体が，4.1 節に記載した現場条件 1 例だ

けでは少ないので，千葉県千葉市の現場でせん断試験体を造成した。

茨城県の現場実験で採取した継手が，鋼管矢板天端から 4.1 m と

5.3 m の範囲のものであったので，本実験ではできる限り深い位置

から試験体を採取すべく，Fig. 3 に示す実験を行った。すなわち，

外径 1 000 mm，長さ 15.5 m の鋼管を打設し，その内部の土砂を排

土した後に，P-P 型に組み込んだ 1 組の長さ 24 m の高耐力継手管

を，実地盤中に 8 m バイブロハンマで打設した。その後，継手管内

に上端まで砂を沈設した上で，管内の洗浄を行い，モルタルを打設

した後，養生期間をおいて引き抜いた。なお，継手管内の清掃は，
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Photo 2 Appearance after cleaning of pipe-junction

(a) Before cleaning

(b) After cleaning

Photo 4 Appearance of main pipe cleaning
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Fig. 2 Outline of field construction test in Ibaraki Pref.

Photo 3 Cleaning equipment for main pipe

Photo 5 Joint between steel pipe (upper part) and cast-in-place
concrete pile (lower part)



Steel member for 
keeping interval

Mortar Pipe
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Photo 6 Appearance of steel member for keeping interval

エアリフト排土管併用の高圧ウォータージェットによって行った。

この吐出圧力は 10～15 MPa とした。

管内壁面の突起部にいたるまで非常によく洗浄できていたこと

は，5 章に記載する継手のせん断実験，ならびに実験後の継手内部

の調査によって実証した。

5 高耐力継手のせん断性能と設計値の提案

本章ではこの基礎の特徴のひとつである高耐力継手に関して，実

地盤中で造成した継手のせん断性能を実証した実験結果とともに，

この結果をもとに提案した設計値について述べる。

高耐力継手の試験体は，4 章に記載した 2 ケ所の現場施工実験に

おいておのおの造成した 2 体とした。各現場ごとに，長さ 1.2 m の

継手を 2 本採取し，せん断実験に用いた。継手採取位置の近傍から

モルタルをコアサンプリングして圧縮試験を行った結果を Table 1

に示す。強度はおのおのの現場の平均値で 81.4 N/mm2 と

83.9 N/mm2 であった。一方，継手管の材料は 2 ケ所の現場で同一

材料とし，その降伏強度は 383.9 N/mm2 であった。

これらの 1.2 m の継手を，Fig. 4 に示すように載荷柱，反力柱に

溶接によって取り付け，この載荷柱を下向きに押し込むことで，そ

の両側に取り付けた継手のせん断性能を評価した。計測項目は，載

荷荷重，継手の相対変形量などである。

Fig. 5 に，載荷荷重を継手長 (1.2 m � 2 � 2.4 m) で除した値と継

手の相対変形量の関係を示す。ここで，継手の相対変形量は，嵌合

した 2 個の継手管間に複数個設置した変位計の値の平均値とし

た9,11)。2 体の実験結果をみると，耐力および剛性ともに茨城県で造

成した試験体の方がわずかながら上回っていた。この一因としては

次の理由が考えられる。茨城県の現場で造成した継手では間隔保持

鋼材3)が片方の継手内にあるものの，千葉県の現場で造成した継手

には間隔保持鋼材がなかった。載荷後に継手内の間隔保持鋼材を調

査したところ，対面の継手管内壁面に接触してはいなかったので

(Photo 6) ，鋼材同士が直接接触するほどの抵抗ではなかったもの

の，この間隔保持鋼材とモルタル間で支圧抵抗および摩擦抵抗を生

じたことが，両試験体の実験結果に差違を生じさせた一因と考えら

れる。

ただし，両試験体の結果の差違は大きなものではなく，いずれの

試験体も従来の鋼管矢板基礎のP-P型継手9)と比べて，10 倍程度の

高いせん断耐力であった。これは別途実施したいくつかの試設計結

果に基づいて設定していた，従来継手の 5 倍という目標耐力を大き

く上回る値であった。

Photo 7 に載荷後の状況を示す。付着耐力に支配的な部位（P-P

型継手の 3 室の中央の部屋）での付着切れがほとんど発生すること

なく，継手管の一部が降伏することで耐力が決まった。この結果，

大きな変形量に至っても荷重が大きく低下しない，変形性能に優れ

た挙動を示した。なお，今回の試験体では，モルタル強度がおのお

のの現場の平均値で 81.4 N/mm2 と 83.9 N/mm2 であったが，これ

よりも低い強度であってもある強度までは同様な挙動となる可能性

があるので，今後，これに関する検討を行っていく予定である。

載荷後に継手管の一部を溶断して，モルタルの充てん状況を調査

した結果の一例を Photo 8 に示す。載荷実験の良好な結果から推
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Fig. 3 Outline of field construction test in Chiba Pref.

Specimen Compressive strength
(N/mm2)

Test specimen made in Ibaraki Pref. 81.4**

Test specimen made in Chiba Pref.

**Mean value of 6 data (60.5～113.0 N/mm2)
**Mean value of 5 data (73.1～94.3 N/mm2)

83.9**

Table 1 Material properties of mortar
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測されたとおり，いずれの試験体も管内壁面の突起部にいたるまで

土砂が排除され，モルタルが完全に充てんされていた。

これらの実験結果をもとに設計値として，レベル 2 地震時のせん

断耐力，せん断剛性を次のように設定した。

( 1 ) 従来の鋼管矢板基礎の継手では，せん断耐力の実験値が

0.35 MN/m（2 体の平均値）9)に対して，レベル 2 地震時の設計

値として 0.20 MN/m10)が採用されている。高耐力継手の実験

値が従来継手の 10 倍程度の値であったことから，設計値も 10

倍の 2.0 MN/m を採用してもよいと考えられる。ただし現時点

では，いくつかの試設計の結果，1.0 MN/m もあれば十分であ

ると考えられることもあって，さらに安全率 2 をみた

1.0 MN/m を採用することにした。

( 2 ) レベル 2 地震時のせん断剛性の設計値は，載荷荷重を継手長

で除した値と継手の相対変形量のグラフにおいて，縦軸の値が

1.0 MN/m になる点と原点を結ぶ直線の勾配とし，Fig. 5 から

得られた 2 個の値の中で小さい方の値に近い 2 400 MN/m2 を

採用することにした。この高耐力継手のせん断剛性

2 400 MN/m2 は，従来継手の値である 1 200 MN/m2 の 2 倍の

値である。

Table 2 に，レベル 2 地震時に加えて，常時ならびに暴風時・レ

ベル 1 地震時のせん断耐力とせん断剛性の設計値をまとめて示す。

常時，暴風時・レベル 1 地震時の値は，レベル 2 地震時の値を基準

として，これに従来継手と同じ比率を乗じた値とした。

現時点では，せん断耐力，せん断剛性をこのように設定したが，

今後，高耐力継手に関する種々の知見を蓄積していくことによって，

たとえば，せん断耐力のレベル 2 地震時の設計値を 1.0 MN/m より

も大きい値に見直すなど，さらなる検討を続けていく予定である。

6 実大複合杭の曲げ性能

本章ではこの基礎の特徴のひとつである，鋼管コンクリートと場

所打ちコンクリート杭からなる実大複合杭の曲げ性能を実証した実

験結果について述べる。

複合杭の試験体は，4.1 節に記載した現場施工実験の一環として

造成した。造成後に，その周囲を掘削し，試験体を掘り出した。試

験体の形状および寸法を Fig. 6 に示す。試験体は外径 1 000 mm，

板厚 16 mm の内面リブ付き鋼管（SKK 490 相当）を用いた長さ

4 m の鋼管コンクリートと，外径 1 200 mm を目標に造成した長さ

4 m の場所打ちコンクリート杭からなる全長 8 m の複合杭である。

場所打ちコンクリート杭の軸方向鉄筋は D32 (SD345) を 24 本とし

た。鉄筋比は，たとえば「鋼管内径を外径とする鉄筋コンクリート

断面」でみると 2.6％である。帯鉄筋は D19 (SD345) で 150 mm ピ

ッチを標準とし，せん断区間のみ 125 mm とした。

鋼管コンクリートと場所打ちコンクリート杭の接合構造は，耐震

場所打ち杭7,8)として多くの実績がある，軸方向鉄筋を鋼管内に挿入

する方式とした。耐震場所打ち杭における軸方向鉄筋の挿入長は軸

方向鉄筋径の 45 倍であるが，本試験体では挿入長を，軸方向鉄筋

径の 45 倍に鋼管径の 1 倍を加えた長さである 2 440 mm とし，実験

結果に基づいて挿入長を見直すことにした。

載荷は等曲げ区間 250 cm，せん断区間 175 cm の 2 点載荷とし，

載荷にともなうたわみ，軸方向鉄筋ならびに鋼管の歪みなどを計測

した。

Fig. 7に，荷重と支間中央点のたわみとの関係を示す。たわみが

176 mm の時点でも試験体に過度な損傷は認められず荷重も低下し

なかったが，載荷装置の能力の限界に到達したため載荷を終了した。

この 176 mm を，「引張側最外縁の軸方向鉄筋が降伏強度に到達し

た時点」，ならびに「引張側斜め 45° 位置の軸方向鉄筋が降伏強度

に到達した時点」の，おのおののたわみ量で除した数値を Table 3
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Photo 7 Appearance after pipe-junction shear test (Test speci-
men made in Ibaraki Pref.)

Photo 8 Appearance of mortar filling (Test specimen made in
Ibaraki Pref.)

Loading condition
Shear

stiffness
(MN/m2)

Shear capacity
(MN/m)

Usual 1 200 0.50
Storm, level 1 ground motions 1 200 0.67
Level 2 ground motions 2 400 1.00

Table 2 Design constant of high strength pipe-junction

Steel pipe with inner rib
φ1 000 � t16 (SKK490)

A-A

A

A

1 
00

0

1 
20

0

80
0

1 000 1 750 2 500 1 750 1 000

2 440 557

24-D32 (SD345)

Steel pipe with inner rib
φ1 000 � t16 (SKK490)

Steel-concrete 4 000 Cast-in-place pile 4 000

24-D32 (SD345)
D19 (SD345)

Fig. 6 Bending test specimen



*Load as stress of reinforcing bar in most edge of tension side
reached allowable stress or yield strength

に示す。これらの数字は 19.2 と 15.9 であり，十分な変形性能であ

ると言える。

この複合杭の耐力は，他の断面に比べて曲げ耐力の小さい，鋼管

コンクリートと場所打ちコンクリート杭の境界位置の「鋼管内径を

外径とする鉄筋コンクリート断面」で決まると考えられる。そこで，

この断面の降伏モーメント，曲げ耐力などからおのおのの載荷荷重

を計算して12)，実験結果と比較した。その結果を Table 4 に示す。

終局耐力において実験値が計算値を大きく上回っており両者が一致

しないものの，複合杭接合部の曲げ強度はこの「鋼管内径を外径と

する鉄筋コンクリート断面」で評価すればよいといえる。なお，計

算には材料試験の結果から得られた材料定数を用いた。

Fig. 8に，鋼管ならびに軸方向鉄筋の歪み分布の一例として，載

荷荷重 3 000 kN 時の結果を示す。境界位置では鋼管の歪みがほぼ

ゼロで，軸方向鉄筋のみが引張力および圧縮力の一部を負担してい

るが，この境界位置から鋼管コンクリート側へ行くのにしたがい，

鋼管の負担が徐々に大きくなるとともに軸方向鉄筋の負担は逆に小

さくなっていく。境界位置から軸方向鉄筋径の 45 倍に相当する

1 440 mm 程度までいくと，鋼管と軸方向鉄筋の歪みは断面内で直

線状に分布するレベルにまで収束してきており，鋼管を鉄筋に置換

した鉄筋コンクリート断面として計算した歪み分布の計算値とほぼ

一致するまでになった (Fig. 9) 。この結果から，軸方向鉄筋から鋼

管への荷重伝達区間の長さは，軸方向鉄筋径の 45 倍で十分であっ

たと考えられる。

荷重と支間中央点のたわみの関係の計算値を Fig. 10に，実験結

果とあわせて示す。これらの値は同図中に示した 4 ケースの断面の

組み合わせを仮定し，おのおの計算したものである。いずれの計算

値も終局変位の値が実験値よりも小さいものの，降伏レベルまでの

たわみでみると，Case-3 および Case-4 が実験値とよく一致してい

る。したがって，たわみは，前述の荷重伝達区間 (1 440 mm)，さ

らには境界位置から場所打ちコンクリート杭の外径が 1 200 mm に

なるまでの傾斜部の区間 (557 mm) を，「鋼管内径を外径とする鉄

筋コンクリート断面」として計算すれば実用上十分であると考えら

れる。

載荷後に鋼管を溶断して，コンクリートの充てん状況を調査した

結果の一例を Photo 9 に示す。軸方向鉄筋から鋼管への荷重伝達

区間の長さが，耐震場所打ち杭の知見と同一であったことなどから

推測されたとおり，管内壁面の突起部に至るまで土砂が排除され，

コンクリートが完全に充てんされていた。
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Displacement at midspan (mm)
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Fig. 7 Load and displacement curve

Definition of yield
Yield

displacement (1)
(mm)

Ultimate
displacement (2)

(mm)
(2)/(1)

Case-1** 09.17 176.0 19.2
Case-2** 11.10 176.0 15.9

**The case in which reinforcing bar in most edge of tension side
yielded

**The case in which reinforcing bar in oblique 45° of tension side
yielded

Table 3 Summary of experimental results on displacement

Legend Cal. value (1)
(kN)

Exp. value (2)
(kN) (2)/(1)

Allowable load* 1 904 2 837 0.93
Yield load* 1 964 2 007 1.02

Ultimate load 2 913 3 998 1.37

Table 4 Summary of results on load bearing capacity

Longitudinal distance from boundary (mm)
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Steel-concrete Cast-in-place pile
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Fig. 8 Strain distribution (P � 3 000 kN)
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Fig. 9 Strain distribution of cross section at 1 440 mm distance
from boundary

Displacement at midspan (mm)

①: φ1 000 mm steel pipe concrete section
②: φ1 000 mm steel pipe reinforced concrete section
③: φ968 mm reinforced concrete section
④: φ1 200 mm reinforced concrete section

Case-1 Case-2 Case-3 Case-4

Case-1 ① ② ③ ④
Case-2 ① ② ③ ④
Case-3 ① ② ③ ④
Case-4 ① ③ ④�
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Fig. 10 Calculated results of displacement



7 結　　言

大規模橋梁向けの新しい基礎工法として開発を進めてきた「鋼管

矢板複合基礎工法」について，種々の実験から得られた主な知見は

次の通りである。

( 1 ) 現場施工実験によって，(a) 継手内および鋼管矢板本管内の

清掃が確実に行えたこと，(b) 場所打ちコンクリート杭を鋼管

矢板下端から拡径して造成することが可能であったことを確認

した。

( 2 ) 実地盤で造成した継手を対象にしたせん断実験によって，高

耐力継手が従来の鋼管矢板基礎の P-P 型継手と比較して，10

倍程度の高いせん断耐力を有していることを確認した。

( 3 ) 実地盤で造成した実大複合杭を対象にした曲げ実験によっ

て，(a) 軸方向鉄筋から鋼管への荷重伝達区間の長さが軸方向

鉄筋径の 45 倍であったこと，(b) 接合部の曲げ強度は「鋼管

内径を外径とする鉄筋コンクリート断面」で評価すればよいこ

と，(c) 変形量は前述の荷重伝達区間，ならびに場所打ちコン

クリート杭天端の傾斜部を，「鋼管内径を外径とする鉄筋コン

クリート断面」として計算すればよいことなどを実証した。

最後に本研究は，清水建設（株），日本鋼管（株），（株）大林組およ

び川崎製鉄の 4 社による共同研究であることを付記するとともに，

関係各位に深く感謝の意を表します。
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Photo 9 Appearance of concrete filling
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